
「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 3

小項目 (8)

細項目
①

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 350,000 千円

29年度予算額： 250,000 千円

28年度歳出予算現額※1： 599,943 千円
28年度決算額： 568,567 千円

使用割合： 94.8 ％

－

－

該当施策概要

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

①地域女性活躍推進交付金の効果的な活用の促進
　　地域における女性の活躍をより一層加速するため、地方公共団体が女性活躍推進法
に基づく推進計画による女性の活躍推進に関する施策を効果的に推進できるよう、平成
29年度より当初予算として計上された地域女性活躍推進交付金による支援を充実する。
　　特に、多様な主体による連携体制の構築の下、働き方改革につながる女性活躍推進
法に基づく協議会等を活用した継続就業を支援する仕組みづくりや、ワンストップ支援体
制の整備など、住民に身近な地方公共団体が行う地域の実情に応じた取組を支援すると
ともに、全国各地における企業や経済団体等と連携するなどの取組事例を収集し、情報
発信を行う。

（８）地域における女性活躍の取組の促進

３．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

地域女性活躍推進交付金

　　平成28年４月に施行された「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（以下
「女性活躍推進法」という。）」において、国及び地方公共団体は、女性の職業生活におけ
る活躍の推進に関して必要な施策を策定し、実施することが責務とされている。さらに、女
性の活躍推進は一億総活躍の最も重要な柱となっており、これらを踏まえ、女性活躍推進
法に基づき、地域の実情に応じた地方公共団体における女性の活躍推進に関する施策
の実施を支援することにより、地域における女性の活躍を迅速かつ重点的に推進する。

通し番号  81 

機構定員要求

－

   多様な主体による連携体制の構築の下、女性活躍推進のためのワンストップ支援体制
の整備など、住民に身近な地方公共団体が行う、地域の実情に応じた取組を支援する。
（交付対象）地方公共団体
（補 助 率）10分の８（平成28年度二次補正）　２分の１（29年度）
（交付上限）都道府県　1,600万円（28年度二次補正）　1,000万円（29年度）
　　　　　　政令指定都市　800万円（28年度二次補正）　500万円（29年度）
　　　　　　市区町村　　　   400万円（28年度二次補正）　250万円（29年度）
（交付要件）女性活躍推進法第６条における都道府県推進計画・市町村推進計画をすで
に策定、又は、策定を予定していること
　※定量的な成果目標を設定。
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分野
－大
項目

２－４

分野
－大
項目

その他関係する分野・大項目等

経済分野

６５

４９、６０

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平
成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

男女共同参画局総務課
担当府省・担当課

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

４－２

主に関係する分野・大項目
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地
域
女
性
活
躍
推
進
交
付
金
（
平
成
３
０
年
度
予
算

３
．
５
億
円
）

目
的

内
容

第
4次

男
女
共
同
参
画
基
本
計
画
期
間
中
に
お
い
て
、
地
域
に
お
け
る
女
性
の
活
躍
を
迅
速
か
つ
重
点
的
に
推
進
す
る
た
め
、
地
方
公
共
団
体
が
女
性
活
躍

推
進
法
に
基
づ
く
推
進
計
画
を
策
定
し
、
女
性
の
活
躍
推
進
に
関
す
る
施
策
を
確
実
に
実
施
す
る
こ
と
を
支
援
す
る
。
（
女
性
活
躍
推
進
法
に
基
づ
く
交
付
金
）

多
様
な
主
体
に
よ
る
連
携
体
制
の
構
築
の
下
、
働
き
方
改
革
に
つ
な
が
る
、
女
性
活
躍
推
進
法
に
基
づ
く
協
議
会
等
を
活
用
し
た
継
続
就
業
を
支
援
す
る
仕

組
み
づ
く
り
や
、
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
支
援
体
制
の
整
備
な
ど
、
住
民
に
身
近
な
地
方
公
共
団
体
が
行
う
、
地

域
の
実
情
に
応
じ
た
取
組
を
支
援
す
る
。

内
閣

府

他
の
地
域
の

•
地
方
公
共
団
体

•
地
域
経
済
団
体

等情
報
提
供

男
女

セ
ン
タ
ー

国
民
間
企

業

農
林
水
産

団
体

教
育
機
関

都
道
府
県

・
経

済
産

業
局

・
労

働
局

等

・
男
女
担

当
部

局
・
経
済
担

当
部

局
・
農
水
担

当
部

局
等

Ｎ
Ｐ
Ｏ
等

・
商

工
会

・
農

協
・
銀

行
等

市
区

町
村

○
協

議
会

等
を
活

用
し
た
継

続
就
業

を
支

援
す
る
仕

組
み

づ
く
り

•
地
域
の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
、
中
小
企
業
等
に
お
け

る
育
児
休
業
の
取
得
促
進
（
育
休
代
替
要
員
の

確
保
含
む
）
等
に
よ
り
、
女
性
が
継
続
就
業
し
や
す
い

環
境
づ
く
り
等
を
地
域
ぐ
る
み
で
検
討
、
整
備

○
女

性
活

躍
推
進
の

た
め
の
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ

支
援

体
制

の
整
備

•
女
性
の
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に
応
じ
た
様
々
な
相
談

に
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
で
き
め
細
か
に
対
応
す
る
相
談

窓
口
を
整
備
（
就
労

、
起
業

、
子

育
て
支
援
、
教

育
、

福
祉
等
）

【
交
付
対
象
】

地
方
公
共
団
体

【
補
助
率
】

２
分
の
１

【
交
付
上
限
】

都
道
府
県

１
，
０
０
０
万
円

政
令
指
定
都
市

５
０
０
万
円

市
区
町
村

２
５
０
万
円

女
性
活
躍
推
進
法
に
基
づ
く
推
進
計
画
に
位
置
付

け
ら
れ
た
事
業
（
策
定
予

定
の
推
進
計
画
に
位
置
付
け
ら
れ
る
予
定
の
事
業

を
含
む
）
が
対
象

※
地
域

に
お
け
る
女
性
の
職
業

生
活
の
活
躍
に
関
連
し
て
、
必
要

と
な
る
地
域
に
お
け
る
女
性
活
躍
に
関
連
す
る
事
業
（
防
災
、
福
祉
等
）
は
、
上
記
の
取
組
と
併
せ
て
実
施
す
る
も
の
で
、
先
進
性
、

先
駆

性
の

あ
る
も
の
に
限
り
対
象
と
す
る
。

地
域
経
済

団
体

事
業
ス
キ
ー
ム

真
に
実
効
性
の
あ
る
先
導
的
な
取
組
を
支
援
す
る
た
め
、
①
地
域
性
、
②
見
え
る
化
、
③
官
民
連
携
・
地
域
連
携
、
④
政
策
連
携

を
要
件
と
し
て
、
事
業
に
係
る

KP
I・
数
値
目

標
の
設
定
、
効
果
検
証
の

実
施
、
事
業
採
択
に
当
た
っ
て
の
有
識
者
に
よ
る
審
査
等
を
含
め
た

PD
CA

サ
イ
ク
ル
を
確
立

○
地

域
の

実
情
に
応
じ
た
女
性
の

職
業
生

活
に
お
け
る
活

躍
推

進
•

企
業
の
女
性
活
躍
推
進
の
取
組
の
促
進

•
女
性
の
ロ
ー
ル
モ
デ
ル
の
提
供
や
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構

築
•

男
性
リ
ー
ダ
ー
、
管
理
職
の
ロ
ー
ル
モ
デ
ル
の

情
報

発
信

等

<多
様

な
主
体

の
連
携
・
参
画

>
（
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト

の
明

確
化
）

人
材
、
資
金

、
ノ
ウ
ハ

ウ
等
の

提
供
・
共
有
等

金
融
機
関

<女
性

活
躍

推
進

法
に

基
づ
く
協

議
会

等
多

様
な

主
体

に
よ
る
連

携
体
制

>

＜
地

域
に
お
け
る
女
性

活
躍

の
推

進
・
課

題
解

決
＞

・
｢地

域
性
｣を

踏
ま
え
た

Ｋ
Ｐ
Ｉ・
定

量
的

成
果

目
標

設
定

・
｢見

え
る
化
｣

（
Ｍ
字
カ
ー
ブ
の
解
消
、
中

小
企

業
に
お
け
る
女

性
の

継
続

就
業
、

女
性
の
登
用
拡
大
、
管

理
職

の
意

識
改

革
、
働

き
方

改
革

等
）

・
官
民
連
携

・
地
域
連
携

・
政
策
連
携
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 3

小項目 (8)

細項目
②

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 4,922 千円

29年度予算額： 4,922 千円

28年度歳出予算現額※1： 4,922 千円
28年度決算額： 3,753 千円

使用割合： 76.2 ％

－

－

該当施策概要

機構定員要求

－

    女性の参画が進んでいない自治会や自主防災組織等、地域に根差した組織・団体の実
態把握や、女性の参画が進まない要因や課題等の分析、就業している男女等、多様な住
民が参加しやすい地域活動の在り方の検討等、男女共同参画の視点からの地域における
課題等について調査・研究を行う。

通し番号  82 

その他（具体的に）

②自治会や町内会等地域に根差した組織・団体の持続可能な活動に向けた女性活躍の推
進
　　今後多くの地域において更に人口減少、超高齢化が進展する中、多様な担い手によっ
て、持続可能な地域社会が形成されるよう、自治会・町内会等、地域に根差した組織・団体
における女性活躍を更に推進する。具体的には、政策・方針決定過程への女性の参画に
関する各地域における実態を踏まえ、好事例の調査研究やアドバイザーの派遣等を通じ、
女性の参画拡大に向けた取組を促進するとともに、持続可能な自治会活動に向けて男女
共同参画を推進するような、地域における女性活躍に資する先進的な取組を支援する。

（８）地域における女性活躍の取組の促進

３．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

地域における男女共同参画促進に関する実践的調査・研究

　男女共同参画社会基本法では、国は、地方公共団体の実施する施策及び民間の団体が
行う活動を支援するため、情報提供その他必要な措置を講ずることとされており、平成27年
12月に策定した第４次男女共同参画基本計画では、地域における政策・方針決定過程へ
の女性の参画拡大を図り、地域活動における男女共同参画を推進することとしている。
　また、男女共同参画社会の形成を促進するためには、国の取組はもとより、地方公共団
体、民間団体、国民各界各層が有機的な連携を保ちつつ、取組を展開することが重要。
　このため、国、地方公共団体、民間団体、国民各界各層が意見交換等を行い、男女共同
参画社会づくりに向けた取組の気運を醸成する。

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算
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分野
－大
項目

４－１

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

―

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

地域活動における男女共同参画の推進

―

７８

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平成２
８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平成
２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

男女共同参画局総務課
担当府省・担当課
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国
業

務
委
託

調
査

研
究
等

の
事
業

者

○
地
域
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
促
進
に
関
す
る
実
践
的
調
査
・
研
究

女
性
の
参
画
が
進
ん
で
い
な
い
自
治
会
や
自
主
防
災
組
織
等
、
地
域
に
根
差

し
た
組
織
・
団
体
の
実
態
把
握
や
、
女
性
の
参
画
が
進
ま
な
い
要
因
や
課
題

等
の
分
析
、
就
業
し
て
い
る
男
女
等
、
多
様
な
住
民
が
参
加
し
や
す
い
地
域

活
動
の
在
り
方
の
検
討
等
、
男
女
共
同
参
画
の
視
点
か
ら
の
地
域
に
お
け
る

課
題
等
に
つ
い
て
調
査
・
研
究
を
行
い
ま
す
。

○
男
女
共

同
参
画

社
会

基
本

法
で

は
、

国
は

、
地

方
公
共

団
体
の

実
施

す
る
施

策
及
び

民
間

の
団

体
が

行
う

活
動

を
支

援
す
る

た
め
、

情
報

提
供
そ

の
他
必

要
な

措
置

を
講

ず
る

こ
と

と
さ

れ
て
い

ま
す
。

２
７

年
１
２

月
に

策
定

し
た

第
４

次
男

女
共

同
参
画

基
本
計

画
で

は
、
地

域
に
お

け
る

政
策

・
方

針
決

定
過

程
へ

の
女
性

の
参
画

拡
大

を
図
り

、
地
域

活
動

に
お

け
る

男
女

共
同

参
画

を
推
進

す
る
こ

と
と

し
て
い

ま
す
。

ま
た

、
男
女

共
同

参
画

社
会

の
形

成
を

促
進
す
る
た

め
に
は

、
国

の
取
組

は
も
と

よ
り

、
地

方
公

共
団

体
、

民
間

団
体
、

国
民
各

界
各

層
が
有

機
的
な

連
携

を
保

ち
つ

つ
、

取
組

を
展

開
す
る

こ
と
が

重
要

で
す
。

こ
の

た
め
、

国
、

地
方

公
共

団
体

、
民

間
団
体
、
国

民
各
界

各
層

が
意
見

交
換
等

を
行

い
、

男
女

共
同

参
画

社
会

づ
く
り

に
向
け

た
取

組
の
気

運
を
醸

成
し

ま
す

。

地
域

に
お

け
る

男
女

共
同

参
画

促
進

に
関

す
る

実
践

的
調

査
・

研
究

平
成

３
０

年
度

概
算

要
求

額
４

，
９

２
２

千
円

（
2
９

年
度

予
算

額
４

，
９

２
２

千
円

）

事
業

概
要

・
目

的
事

業
イ

メ
ー

ジ
・

具
体

例

資
金

の
流

れ

男
女
共
同
参
画

社
会

づ
く

り
に

つ
い

て
、

全
国

的
に

理
解

が
促

進
さ
れ
、

国
、
地

方
公

共
団

体
、

民
間

団
体

、
国

民
各

界
各

層
が

連
携

を
保
ち

つ
つ
、

多
様

な
取

組
が

展
開

さ
れ

ま
す

。
ま
た

、
男
女

共
同

参
画

行
政

に
関

す
る

施
策

の
効

果
的

な
推

進
方

法
や
、

国
や
各

主
体

が
抱

え
て

い
る

課
題

等
に

つ
い

て
、

相
互

の
間

で
情
報

の
共
有

が
進

み
、

国
が

効
果

的
に

施
策

を
推

進
で

き
る

よ
う

に
な
る

と
と
も

に
、

全
国

各
地

に
お

い
て

、
男

女
共

同
参

画
社

会
の

形
成
の

促
進
に

向
け

た
気

運
が

醸
成

さ
れ

、
取

組
が

一
層

強
化

さ
れ

ま
す
。

期
待

さ
れ

る
効

果
○

実
践

的
調

査
・
研
究
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 3

小項目 (9)

細項目
－

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 108,274 千円

29年度予算額： － 千円

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

通し番号  83 

その他（具体的に）

（９）農林水産分野における女性活躍の取組の推進
  地域農業における次世代のリーダーとなり得る女性農業者の育成や、農業で新たな
チャレンジを行う女性の経営発展を促進するための取組、女性が働きやすい環境整備を
推進する。また、女性農業者の知恵と民間企業の技術、ノウハウ、アイデアなどを結び付
け、新たな商品やサービス開発等を行う「農業女子プロジェクト」の活動を推進し、農業で
活躍する女性の姿を様々な切り口から情報発信することにより、社会全体での女性農業
者の存在感を高めるとともに、職業としての農業を選択する若手女性の増加を図る。
（後略）

（９）農林水産分野における女性活躍の取組の推進

３．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

女性が変える未来の農業推進事業

　女性農業者は、地域農業の振興や農業経営の発展等に重要な役割を担っており、女
性が経営に参画している経営体ほど収益力が向上する傾向にある。農業の成長産業化
に向け、女性の能力が一層発揮されるよう、地域リーダーとなりうる女性農業経営者の育
成及び女性が働きやすい環境整備を推進し、女性にとって魅力ある職業として農業が選
択されることを目指す。

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

－

　自己の経営力向上だけでなく、地域の農業界を牽引するリーダーとなりうる女性農業経
営者の育成を支援。
　農業界で女性が能力を発揮し活躍できる環境整備を促進するため、女性の活躍推進に
取り組もうとする意欲ある経営体向けの研修教材開発、実証及び効果の検証等を行い、
ロールモデルとなる取組を全国に展開。
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分野
－大
項目

４－３

分野
－大
項目

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく
平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

農林水産省

経営局就農・女性課
担当府省・担当課

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

４－４

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

農山漁村における政策・方針決定過程への女性の参
画拡大

１６

６２

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 3

小項目 (9)

細項目
－

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 50,000 千円 の内数

29年度予算額： 40,624 千円 の内数

28年度歳出予算現額※ 42,128 千円 の内数
28年度決算額： 42,128 千円 の内数

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

通し番号  84 

機構定員要求

－

　女性林業者への安全研修会（6箇所）や女性を対象にした林業体験等（6箇所）の実
施、女性林業従事者のネットワーク化を図るため、全国レベルの林業女性交流会の開
催（1回）を支援するとともに、女性林業従事者の抱える問題の把握等の委託調査を実
施。※箇所数は平成28年度実績。
（平成30年度予算概算要求等）
　引き続き、女性林業者への安全研修会や女性を対象にした林業体験等の実施、女
性林業従事者のネットワーク化を図るため、全国レベルの林業女性交流会の開催を
支援するとともに、女性林業従事者の活躍促進のための課題解決に向けた取組を実
施。

その他（具体的に）

（９）農林水産分野における女性活躍の取組の推進
（前略）
　女性林業者の交流会の全国レベルでの開催、女性林業者への情報提供や安全研
修等への支援、女性林業従事者が抱える問題の把握等により、次代の林業を担う人
材を確保・育成する観点から、女性を対象とした後継者育成支援に向けた取組を推進
する。
（後略）

（９）農林水産分野における女性活躍の取組の推進

３．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

多様な担い手育成事業

　　林業の持続的かつ健全な発展を図るためには、施業集約化等の推進、低コストで
効率的な作業システムによる施業の実施とともに、これらを担う人材の確保・育成が必
要である。そして林業分野において有望な人材を確保するためには、就業希望者の裾
野を広げるとともに、新規就業者が定着できる環境を整える必要があることから、次代
の林業を担う人材を確保・育成するとともに、女性の林業への参入・定着を促進するた
め、林業体験の実施や女性林業従事者のネットワーク構築等を支援するとともに、女
性林業従事者の活躍促進のための課題解決を推進する。

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算
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分野
－大
項目

４－３

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

４－４

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

農山漁村における政策・方針決定過程への女性の参
画拡大

７２

－

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係
る平成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基
づく平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

林野庁

森林整備部　研究指導課
担当府省・担当課
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＜
若

者
の

確
保

＞
【
継
続
】

○
就
業
先
の
選
択
肢
に
林
業
が
入
る
よ
う
、
高
校
生
に
強
力
に
Ｐ
Ｒ

・
高

校
生

等
の

林
業

就
業

体
験

（
ＩＣ

Ｔ
、
ド
ロ
ー
ン
、
高

性
能

林
業

機
械

等
）

・
高
校
と
林
業
界
と
の
交
流
、
情
報
交
換
の
促
進

＜
女

性
林

業
従

事
者

の
確

保
・
定

着
＞

【
継
続
】

○
女
性
林
業
従
事
者
の
活
躍
促
進
の
た
め
の
課
題
解
決

・
雇
用
側
の
林
業
経
営
者
の
意
識
変
革

・
女

性
が

林
業

の
現

場
で
働

く
こ
と
の

社
会

的
認

知
度

の
向

上
（
H
3
0
委

託
）

女
性

の
活

躍
事

例
の

周
知

（
学

校
、
親

、
社

会
）
等

○
女
性
林
業
従
事
者
の
交
流
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
の
拡
大

・
林
業
女
性
交
流
会
、
安
全
研
修
会
等

■
林
業
の
成
長
産
業
化
を
図
る

に
は
多
様
な
担
い
手
（
林
業
後

継
者

）
の

育
成

、
確

保
が

必
要

。
し
か

し
な
が

ら
、
以

下
の

課
題

。

・
林
業
を
学
ん
だ
高
校
生
の
う
ち
、

卒
業
後
に
林
業
関
係
分
野
に
就
職

や
進

学
の

割
合

は
約
15

％
と
低

い
。

・
森
林
・
林
業
高

校
の
担
当
教
員
の

半
数
以
上
が
森

林
・
林
業
関
係
以

外
の
大
学
・
大

学
院
卒
と
専
門
性
が

低
い
。

・
女

性
林

業
従

事
者

は
約

３
千

人
と

減
少
傾
向

（
林
業
従
事
者
全
体
の

6％
程
度
）
。
一
方
で
、
伐
採
現
場
に

女
性

の
進

出
も
。

・
林
業

の
成

長
産

業
化

に
向

け
て
、

旧
態
依
然
と
し
た
林
業
か
ら
の
脱
却

が
必
要
。

＜
林

業
グ
ル

ー
プ
の

育
成

＞
林
業
グ
ル
ー
プ
に
よ
る
以
下
の
取
組
に
対
し
て
支
援

○
若
手
林
業
経
営
者
等
の
経
営
力
等
を
向
上

【
拡
充
】

・
林
業
経
営
塾
の
実
施
（
経
営
戦
略
、
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
、
川
下
と
の
連
携
等
）

・
地
域
資
源
を
活
用
し
た
新
た
な
特
用
林
産
物
の
栽
培
や
付
加
価
値
向
上
に
向
け

た
取
組

・
需
要
拡
大
や
施
業
の
効
率
化
、
安
全
等
へ
の
取
組

○
林

業
グ
ル

ー
プ
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化

、
優

良
事

例
の

普
及

【
継

続
】

・
全
国
後
継
者
大
会
、
コ
ン
ク
ー
ル
に
よ
る
表
彰

多
様

な
担

い
手

育
成

事
業

林
業

後
継

者
を
育

成
・
確

保
す
る
た
め
、
高

校
生

等
に
対

す
る
林

業
就

業
体

験
、
女

性
林

業
従

事
者

の
活

躍
促

進
の

た
め
の

課
題

解
決

、
林

業
グ

ル
ー
プ
に
お
け
る
経

営
力

向
上

の
た
め
の

林
業

経
営

塾
の

開
催

や
地

域
資

源
を
活

か
し
た
新

た
な
取

組
等

を
支

援
し
ま
す
。

若
者

や
女

性
の

林
業

就
業

対
策

の
強

化

地
域

の
森

林
・
林

業
を
支

え
る
林

業
グ
ル

ー
プ
の

育
成

●
毎

年
1
,2
0
0
人

の
新

規
林
業
就
業
者
の
確

保
に
寄
与

●
地

域
の

森
林

・
林

業
の
担
い
手
の
経
営
力

向
上

・
森
林
の
公
益
的
機
能

が
持
続
的
発
揮

・
施

業
の

効
率

化
に
よ
る

コ
ス
ト
低
減

・
意

欲
と
能

力
の

あ
る
林

業
者
が
確
保

（
平

成
3
0
年

度
概

算
要

求
額

5
0
,0
0
0
千

円
）

（
平

成
2
9
年

度
当

初
予

算
額

4
0
,6
2
4
千

円
）
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 3

小項目 (9)

細項目
－

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 24,350 千円

29年度予算額： - 千円

28年度歳出予算現額※1： - 千円
28年度決算額： - 千円

使用割合： - ％

－

－

通し番号  85 

機構定員要求

－

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

 （９）農林水産分野における女性活躍の取組の推進
（前略）
　漁村女性や女性漁業者が中心となって取り組む特産品の加工開発、直売所や食堂の
経営等の実践活動の支援や、実践活動に向けた研修会や優良事例の成果報告会の開
催等の支援等、漁業・水産業の分野における女性を中心とした活動や男女共同参画によ
る活動の企画立案、地域での実践、成果の公表等のあらゆる場面において支援を行い、
漁村地域における女性の活躍を推進する。
（後略）

（９）農林水産分野における女性活躍の取組の推進

３．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

漁村女性活躍推進事業（浜の活力再生交付金のうち浜の活力再生プラン推進事業に含
まれる事業）

  漁業や水産業を基幹産業とする地域の活性化を進めるためには、意欲ある女性が中
心となり様々な活動を展開していくことが効果的であるが、漁業・水産業の分野において
は、女性の視点を取り入れた活動が少ないのが現状。そのため、女性を中心とした活動
や男女共同参画による活動の企画立案、地域での実践、成果の公表等のあらゆる場面
において支援を行い、漁村地域における女性の活躍を強力に推進していく必要がある。
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該当施策概要

分野
－大
項目

４－３

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

   漁村女性の経営能力の向上や女性が中心となって取り組む加工品の開発、販売等の
実践的・発展的な取組を支援するとともに、優良事例の成果報告会の開催等を支援す
る。

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

農山漁村における政策・方針決定過程への女性の参
画拡大

－

－

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく
平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

農林水産省

水産庁増殖推進部研究指導課
担当府省・担当課
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漁
業
所
得
の
向
上
を
目
指
す
「
浜
の
活
力
再
生
プ
ラ
ン
（
浜
プ
ラ
ン
）
」
の
着
実
な
推
進
を
支
援
す
る
た
め
、

①
自
ら
浜
プ
ラ
ン
の
見
直
し
を
行
う
活
動
や
漁
村
女
性
に
よ
る
実
践
的
な
取
組
等
を
支
援

②
浜
プ
ラ
ン
に
位
置
付
け
ら
れ
た
共
同
利
用
施
設
の
整
備
、
水
産
資
源
の
管
理
・
維
持
増
大
、
漁
港
漁
場
の
機
能
高

度
化
や
防
災
・
減
災
対
策
等
の
取
組
を
支
援

浜
の
活
力
再
生
交
付
金

【
平
成

30
年
度
予
算
概
算
要
求
額
：

7,
02

4（
5,

40
0）

百
万
円
】

・
地
域
自
ら
策
定
す
る
「
浜
の
改
革
」
を
目
指
す
計
画

・
漁
業
所
得
の

10
%
以
上
の
向
上
を
目
標

浜
の
活
力
再
生
プ
ラ
ン

課
題

検
討

プ
ラ
ン
作
成

実
践

＜
以
下
の
事
業
に
よ
り
、
浜
プ
ラ
ン
の
推
進
を
支
援
＞

浜
の
活
力
再
生
プ
ラ
ン
推
進
事
業

浜
プ
ラ
ン
の
着
実
な
推
進
を
支
援
す
る
た
め
、
プ
ラ
ン
の
見
直
し
に
関
す
る
活
動
や
漁
村
女
性
に
よ
る
実
践
的
な
取
組
等
を
支
援

水
産
業
強
化
支
援
事
業

浜
プ
ラ
ン
に
位
置
付
け
ら
れ
た
共
同
利
用
施
設
の
整
備
、
浜
プ
ラ
ン
策
定
地
域
に
お
け
る
水
産
資
源
の
管
理
・
維
持
増
大
、
漁
港
漁
場
の
機
能
高
度
化
や
防
災
・
減
災
対

策
に
必
要
な
整
備
等
を
支
援

＜
ハ
ー
ド
事
業
＞

・
漁
業
収
益
力
や
水
産
物
流
機
能
の
強
化
の
た
め
の
共
同
利
用
施
設
等
の
整
備
を
支
援

・
種
苗
放
流
、
環
境
整
備
等
水
産
資
源
の
増
大
の
た
め
の
施
設
の
整
備
を
支
援

・
漁
港
漁
場
の
機
能
高
度
化
、
漁
業
地
域
の
防
災
・
減
災
等
に
必
要
な
整
備
を
支
援

＜
ソ
フ
ト
事
業
＞

・
漁
場
の
利
用
調
整
、
密
漁
防
止
対
策
、
境
界
水
域
に

お
け
る
操
業
の
管
理
徹
底
等
を
支
援

・
内
水
面
の
調
査
指
導
、
生
産
履
歴
の
記
録
等
の
取
組

を
支
援

・
災
害
の
未
然
防
止
、
被
害
の
拡
大
防
止
、
ハ
ザ
ー
ド

マ
ッ
プ
作
成
等
を
支
援

津
波
避
難
タ
ワ
ー

種
苗
生
産
施
設

荷
さ
ば
き
施
設

浜
の
活
力
再
生
交
付
金

鮮
度
保
持
施
設
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 3

小項目 (10)

細項目
－

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 262,000 千円

29年度予算額： 388,000 千円

28年度歳出予算現額※1： 380,000 千円
28年度決算額： 379,400 千円

使用割合： 99.8 ％

－

－

該当施策概要

機構定員要求

－

   2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会等における女性アスリートの国際競
技力向上のために、女性トップアスリート及び次世代（ジュニア）アスリートに着目して、
女性特有の課題の解決に向けた調査研究や、医・科学サポート等を活用した支援プログ
ラムを実施する。また、女性競技種目における戦略的かつ実践的な強化プログラムや、
女性特有の視点とアスリートとしての高い技術・経験を兼ね備えた女性エリートコーチを
育成するプログラムを実施する。

通し番号  86 

その他（具体的に）

（１０）スポーツ分野における女性活躍の取組の推進
   2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催も見据え、女性アスリートの国際競技
力向上を図るため、女性特有の課題に着目した女性アスリートの戦略的強化に資する調査研究
や医・科学サポート等の支援プログラムを実施する。また、女性エリートコーチの育成プログラム
など女性競技種目の強化に資するプログラムを実施する。
   また、ジュニア期の女性アスリートが、健康的にスポーツ活動を行えるよう、産婦人科医等を対
象とした、女性スポーツ医学の普及啓発プログラムを策定・実施する。
   さらに、スポーツ関係機関の役職員等の女性比率に関する目標・対策等の方針について、ス
ポーツ関係機関と共同で検討を進めるとともに、女性のスポーツ実施率の向上に向けて、国民及
び幅広い関係者に対してメッセージを発信する「女性スポーツキャンペーン」を検討する。
  加えて、スポーツを通じた女性の社会参画・活躍の推進に向けて、女性の「する」「みる」「ささえ
る」スポーツへの参画の促進のための環境を整備するため、「スポーツを通じた女性の活躍促進
会議」を開催し、具体的な施策の検討を進める。

（１０）スポーツ分野における女性活躍の取組の推進

３．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

女性アスリートの育成・支援プロジェクト

    「スポーツ基本計画」（平成29年3月24日文部科学省策定）に掲げる目標の一つであ
る「我が国のトップアスリートが、オリンピック・パラリンピックにおいて過去最高の金メダ
ル数を獲得する等優秀な成績を収める。」ことを実現するため、女性アスリートの国際競
技力向上に向けた支援や、ジュニア層を含む女性アスリートが健康で競技スポーツを継
続できる環境を整備する。

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算
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分野
－大
項目

６－４

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

スポーツ分野における男女共同参画の推進

－

－

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る
平成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づ
く平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

文部科学省

スポーツ庁競技スポーツ課
担当府省・担当課
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女
性
ア
ス
リー
トの
育
成
・支
援
プ
ロジ
ェク
ト

20
20
年
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
競
技
大
会
等
に
お
け
る
女
性
ア
ス
リ
ー
ト
の
活
躍
に
向
け
た
支
援
や
、
ジ
ュ
ニ
ア
層
を
含
む
女
性
ア
ス
リ
ー
ト
が
健
康

で
ハ
イ
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
ス
ポ
ー
ツ
を
継
続
で
き
る
環
境
を
整
備
す
る
た
め
に
、
女
性
特
有
の
課
題
の
解
決
に
向
け
た
調
査
研
究
や
、
医
・
科
学
サ
ポ
ー
ト
等
を
活
用
し
た
支

援
プ
ロ
グ
ラ
ム
な
ど
を
実
施
す
る
。
ま
た
、
女
性
特
有
の
視
点
と
ア
ス
リ
ー
ト
と
し
て
の
高
い
技
術
・
経
験
を
兼
ね
備
え
た
女
性
エ
リ
ー
ト
コ
ー
チ
を
育
成
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム

を
実
施
す
る
。

・
女
性
特
有
の
疾
患
、
障
害
等
に
お
け
る
医
学
サ
ポ
ー
ト

・
成
長
期
に
お
け
る
医
・
科
学
サ
ポ
ー
ト
（
ジ
ュ
ニ
ア
ア
ス

リ
ー
ト
や
保
護
者
、
指
導
者
向
け
講
習
会
な
ど
含
む
）

・
妊
娠
期
、
産
前
産
後
期
、
子
育
て
期
に
お
け
る
サ
ポ
ー
ト

・
女
性
特
有
の
課
題
と
知
見
に
つ
い
て
研
究
者
・
ア
ス
リ
ー

ト
・
指
導
者
等
で
共
有
す
る
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス

女
性
ア
ス
リ
ー
ト
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム

女
性
ア
ス
リ
ー
ト
戦
略
的
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム

女
性
特
有
の
視
点
と
ア
ス
リ
ー
ト
と
し
て
の
技
術
・
経
験
を

兼
ね
備
え
た
女
性
エ
リ
ー
ト
コ
ー
チ
を
育
成
す
る
た
め
、
例

え
ば
、
引
退
を
予
定
し
て
い
る
ア
ス
リ
ー
ト
を
対
象
に
し
た

プ
レ
イ
ン
グ
コ
ー
チ
も
含
む
、
女
性
エ
リ
ー
ト
コ
ー
チ
を
育

成
す
る
モ
デ
ル
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
策
定
・
実
施
す
る
。

女
性
エ
リ
ー
ト
コ
ー
チ
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム

女
性
ア
ス
リ
ー
ト
の

国
際
競
技
力
向
上

（
前
年
度
予
算
額
：

38
8,

00
0千

円
）

30
年
度
概
算
要
求
額
：

26
2,

00
0千

円
）

女
性
ア
ス
リ
ー
ト
の
強
化
支
援

（
競
技
力
向
上
事
業
）

女
性
ス
タ
ッ
フ
の
配
置
充
実
（
新
規
）

（
競
技
力
向
上
事
業
）

【
参
考
】

競
技
団
体
に
お
い
て
、
女
性
ト
ッ
プ
ア
ス

リ
ー
ト
を
身
近
な
立
場
で
支
援
で
き
る
女
性

ス
タ
ッ
フ
の
配
置
充
実
を
図
る
。

女
性
競
技
種
目
に
お
い
て
不
足
し
て
い
る
競
技

大
会
を
モ
デ
ル
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
し
て
実
施
す
る

こ
と
な
ど
に
よ
り
、
高
水
準
の
競
技
機
会
と
教

育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
提
供
し
、
女
性
ア
ス
リ
ー
ト

の
国
際
競
技
力
向
上
を
図
る
。

女
性
ア
ス
リ
ー
ト
の
戦
略
的
強
化
に
向
け
た
調
査
研
究

女
性
特
有
の
課
題
の
解
決
に
向
け
た
調
査
研
究
を
実
施
し
、

そ
の
成
果
を
女
性
ア
ス
リ
ー
ト
や
指
導
者
等
の
競
技
現
場

に
還
元
す
る
。
特
に
、
「
パ
ラ
ア
ス
リ
ー
ト
支
援
」
、

「
女
性
ア
ス
リ
ー
ト
の
直
面
す
る
健
康
課
題
の
解
消
」
に

関
連
す
る
調
査
研
究
の
充
実
を
図
る
。

30
年
度
概
算
要
求
額
：

10
,1

35
,0

00
千
円
の
内
数

女
性
ス
ポ
ー
ツ
医
学
の
普
及
啓
発

（
運
動
部
活
動
に
お
け
る
学
校
医
・
産
婦
人
科
医
と
の

連
携
に
関
す
る
実
践
研
究
）

成
長
期
の
女
子
生
徒
が
不
安
な
く
適
切
に
運
動
部
活
動

を
行
え
る
よ
う
、
学
校
医
や
産
婦
人
科
医
等
と
連
携
し

た
実
践
研
究
を
実
施
し
、
そ
の
成
果
を
普
及
す
る
。

30
年
度
要
求
額
：

20
,0

00
千
円
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 3

小項目 (10)

細項目
－

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 80,000 千円

29年度予算額： - 千円

28年度歳出予算現額※1 - 千円
28年度決算額： - 千円

使用割合： - ％

－

－

通し番号  87 

その他（具体的に）

（10）  スポーツ分野における女性活躍の取組の推進
  2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催も見据え、女性アスリートの
国際競技力向上を図るため、女性特有の課題に着目した女性アスリートの戦略的強化
に資する調査研究や医・科学サポート等の支援プログラムを実施する。また、女性エ
リートコーチの育成プログラムなど女性競技種目の強化に資するプログラムを実施す
る。
また、ジュニア期の女性アスリートが、健康的にスポーツ活動を行えるよう、産婦人科医
等を対象とした、女性スポーツ医学の普及啓発プログラムを策定・実施する。
   さらに、スポーツ関係機関の役職員等の女性比率に関する目標・対策等の方針につ
いて、スポーツ関係機関と共同で検討を進めるとともに、女性のスポーツ実施率の向上
に向けて、国民及び幅広い関係者に対してメッセージを発信する「女性スポーツキャン
ペーン」を検討する。
  加えて、スポーツを通じた女性の社会参画・活躍の推進に向けて、女性の「する」「み
る」「ささえる」スポーツへの参画の促進のための環境を整備するため、「スポーツを通じ
た女性の活躍促進会議」を開催し、具体的な施策の検討を進める。

（１０）スポーツ分野における女性活躍の取組の推進

３．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

女性スポーツ推進事業

　　スポーツを通じた女性の活躍推進は世界共通の課題であり、我が国においても女性
のスポーツ実施率を向上させることが課題となっている。
　　本事業では、スポーツを通じた女性の活躍促進に向けて、女性のスポーツ実施率の
向上のためのキャンペーン等の実施や、女性スポーツ指導者の育成支援、スポーツ団
体における女性役員の育成支援を行う。

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

－
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該当施策概要

分野
－大
項目

２－５

分野
－大
項目

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る
平成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づ
く平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

文部科学省

スポーツ庁参事官（民間スポーツ担当）
担当府省・担当課

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

下記のような取組を予定している。
・　女性のスポーツ参加促進事業
　　女性のスポーツ実施率を向上させるため、女性のスポーツ参加促進プログラムの開
発・実施、女性スポーツキャンペーン等の実施を通じて、女性が生涯を通じてスポーツ
に参加しやすい環境を整備する。
・　スポーツ団体における女性役員の育成事業
　女性役員の採用割合が低いスポーツ団体に女性アスリートＯＢや女性コーチ、一般企
業の女性経営者などから女性役員を紹介し、採用させることで、女性役員の採用及び
養成システムの構築・改革を目指すスポーツ団体を支援する。
・　女性コーチの育成事業
　出産等、女性特有のライフイベントにより女性コーチのキャリアが断絶してしまうことを
踏まえ、女性スポーツ指導者が活躍しやすくなるよう研修プログラムを開発し普及す
る。

６－４

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

その他の分野における女性の参画拡大

-

-

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 3

小項目 (11)

細項目
①

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 3,285 千円

29年度予算額： 4,966 千円

28年度歳出予算現額※1： 3,150 千円
28年度決算額： 3,018 千円

使用割合： 95.8 ％

－

－

該当施策概要

通し番号  88 

機構定員要求

－

　女性対象合同企業説明会へ参加し、都道府県警察と共に警察官の魅力・やりがいをア
ピールするとともに、女子学生を対象とした女性警察官業務説明資料を作成し、当該説明
会で活用したり、各都道府県警察に配布したりしている。

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

①治安、安全保障等の分野における女性活躍の取組の推進
　女性対象合同企業説明会に参加し、都道府県警察と共に警察官の魅力・やりがいをア
ピールするとともに、女子学生を対象とした女性警察官業務説明資料を作成し、当該説明
会での活用や、各都道府県警察への配布を行う。

（１１）職種・分野ごとの女性活躍の取組の推進

３．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

地方警察官採用募集活動に係る国の事業の強化

   地方警察官の採用者数は、退職者数の増加や増員により平成13年度から急増し、14
年度以降14年連続して１万人を超えている。反面、少子化の影響や近年の民間企業によ
る採用募集活動の積極化等に加え、女性の採用・登用拡大に伴い、23年度に比べ、女性
の競争倍率が低下しているなど採用情勢は依然として厳しい状況であることから、警察庁
として各都道府県警察の採用募集活動に対する更なる支援を行っていく必要がある。
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分野
－大
項目

２－３

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

行政分野

４０

６８

警察庁

長官官房人事課
担当府省・担当課
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【地方警察官採用募集活動新規事業に係る説明資料】

警察官の受験者数、競争倍率は年々減少傾向にあり、依然として、非常に厳しい

状況である。

平成19年度以降、民間企業主催の合同企業説明会会場の借上や、民間就職サイト

への登録等に要する経費の措置を通じて、都道府県警察の採用募集活動における情

報発信活動の量的強化を主に支援してきたところである。

これらの施策により、受験者数の確保に一定の効果はみられるものの、例えば同

じ公安系職種でも、消防に人材が流出している現状を踏まえれば、警察官という職

業の魅力を必ずしも効果的に訴求できていないのではないかとの問題意識を有して

いる。

この点、その主な要因として、採用説明会におけるコンテンツ設計や、説明者個

、「 」 、々のプレゼンテーションスキルについては 我流 で必ずしも洗練されておらず

また、担当者の属人的な技能に依ることが大きいため、組織として、持続的に職業

としての警察官の多様な魅力を必ずしも効果的に訴求できていない。

このため、各都道府県警察の採用担当者に対し、専門家による体系的、実践的な

研修を実施することにより、警察官の魅力ややりがいを効果的に訴求するための説

明会設計、運営手法や構成力とともに学生の志望度を引き上げるプレゼンテーショ

ンスキルを身に着けさせることを通じて、都道府県警察の採用募集活動における情

報発信活動の質的強化を、警察庁として支援する必要がある。

【参考】都道府県警察採用試験実施状況

178,396
169,025 162,774
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 3

小項目 (11)

細項目
①

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 34,946,788 千円 の内数

29年度予算額： 36,778,684 千円 の内数

28年度歳出予算現額※1： 67,843,237 千円 の内数
28年度決算額： 62,275,067 千円 の内数

使用割合： - ％

－

－

該当施策概要

通し番号  89 

機構定員要求

－

  巡視船艇の建造造船所において、実物大の女性諸室（風呂、便所、洗濯室）の模型を
用い、女性職員による使い勝手の検証を行う。平成27年度は、中型巡視船、小型巡視
船、大型巡視艇、29年度は、ヘリコプター搭載型巡視船においてそれぞれ実施。今年度
以降も実施していく予定。

その他（具体的に）

①治安、安全保障等の分野における女性活躍の取組の推進
（前略）
　　巡視船艇等の建造に際し、女性職員の意見を踏まえつつ、女性に配慮した設備を備
えた巡視船艇等の整備を引き続き推進する。
（後略）

（１１）職種・分野ごとの女性活躍の取組の推進

３．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

女性海上保安官の活躍推進(巡視船艇等建造)

  今後の女性海上保安官の採用･登用の拡大のため、巡視船艇等の建造時から、女性
海上保安官等の意見を踏まえつつ、巡視船艇等における女性に配慮した設備の整備
等、女性が働きやすい環境整備を推進する必要がある。

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算
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分野
－大
項目

１１－１

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

２－３

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

防災分野における女性の参画拡大など男女共同参
画の推進

―

６５

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る
平成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づ
く平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

国土交通省（海上保安庁）

装備技術部船舶課
担当府省・担当課
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 3

小項目 (11)

細項目
①

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 4,699 千円

29年度予算額： 4,165 千円

28年度歳出予算現額※1： 4,393 千円
28年度決算額： 3,589 千円

使用割合： 81.7 ％

－

－

該当施策概要

通し番号  90 

その他（具体的に）

①治安、安全保障等の分野における女性活躍の取組の推進
（前略）
  巡視船艇等の建造に際し、女性職員の意見を踏まえつつ、女性に配慮した設備を備え
た巡視船艇等の整備を引き続き推進する。
   あわせて、若手女性職員の業務意識・キャリア意識の向上、不安の解消と活躍の推進
のため、本庁及び各管区において若手女性職員を対象とした研修を実施するほか、職
員に男女共同参画の意識を醸成するため、海上保安大学校や海上保安学校学生に対
する、男女共同参画に関する研修を実施する。
また、各個人の将来を見据えた業務への取組・キャリアパスを想定した異動希望の提出
等ができるようにするため、保安学校学生に対し、人事についての知識を付与し、今後
のキャリアパスを考えさせる研修を実施する。
さらに、結婚や出産等により働き方が変わる転換点にある女性職員が、自身のライフイ
ベントを踏まえ、辞職を選択せず、仕事と家庭を両立させ、働き続けられるキャリアプラン
について人事担当者と情報共有するため、人事担当者により面談（キャリア面談）を実施
する。
（後略）

（１１）職種・分野ごとの女性活躍の取組の推進

３．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

女性海上保安官の活躍推進（女性職員活躍推進研修）

　　海上保安庁は、海上の安全及び治安の確保を図るため、離島を含む全国各地にお
いて24時間体制で業務を遂行しているが、このような勤務環境は女性職員をはじめとし
た育児・介護等の事情を抱える職員には厳しいものであり、将来への不安を抱える女性
職員も少なくない。一方で、当庁の業務は巡視船艇等の運航や警備、救難等に代表され
る業務に関する知識技能の習得に多くの時間を要することから、こうした知識技能を有
する女性職員の離職は組織にとってもマイナスである。したがって、女性職員の不安を
解消し、継続して働き続けられる職場環境を整備する必要がある。

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

－

・　若手女性職員の業務意識・キャリア意識の向上、不安の解消と活躍の推進のため、
本庁及び各管区において若手女性職員を対象とした研修を実施する。
・　職員に男女共同参画の意識を醸成するため、海上保安大学校、海上保安学校学生
に対する男女共同参画に関する研修を実施する。
・　各個人の将来を見据えた業務への取り組み・キャリアパスを想定した異動希望の提
出等ができるようにするため、保安学校学生に対し、人事についての知識を付与し、今
後のキャリアパスを考えさせる研修を実施する。
・　結婚や出産等により働き方が変わる転換点にある女性職員が、自身のライフイベント
を踏まえ、辞職を選択せず、仕事と家庭を両立させ、働き続けられるキャリアプランにつ
いて人事担当者と情報共有するため、人事担当者により面談（キャリア面談）を実施す
る。
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分野
－大
項目

２－３

分野
－大
項目

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る
平成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づ
く平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

国土交通省（海上保安庁）

総務部人事課
担当府省・担当課

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

１１－１

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

行政分野

―

６６

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野
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海
上
保
安
庁
に
お
け
る
女
性
職
員
活
躍
推
進
へ
の
取
組

み

海
上
保
安
庁
に
お
け
る
女

性
職

員
の
活

躍
の
状

況
海
上
保
安
庁
に
お
け
る
女

性
職

員
活

躍
推

進
へ

の
取

組
み

海
上

保
安

庁
で
は

、
昭

和
５
４
年

か
ら
海

上
保

安
学

校
に
お
い
て
女

子
学

生
の

採
用

を
開

始
し
、
平

成
２
９
年

４
月

１
日

現
在

、
８
６
５
人

（
全

職
員

の
６
．
３
％

）
の

女
性

職
員

が
業

務
に
あ
た
っ
て
い
る
。

女
性

職
員

の
活

躍
の

場
は

、
外
国
語
を
駆
使

し
て
外

国
人

犯
罪
の
捜
査
を
行
う
国
際

捜
査

官
、
鑑

識
技

術
を
駆

使
し
て
客

観
的
証
拠
を
確
保
す
る
鑑
識
官
、
適

切
な
情

報
提

供
に
よ
り

船
舶

交
通

の
安

全
を
確
保

す
る
航
行
管
制
官
、
航
空
機
に
よ
る
哨

戒
や
救

助
活
動

を
行

う
飛

行
士

（
パ

イ
ロ
ッ
ト
）
等

、
現
場
第
一
線
の
業
務
か
ら
、
幹
部
職

員
と
し
て
そ
の

重
責

を
担

う
職

ま
で
多

岐
に
わ

た
っ
て
い
る
。

○
女

性
職

員
の

不
安
の
解
消
と
意
欲
向
上
の
た
め
の
研
修
の
実
施

①
職

員
の

意
識
改

革
の
た
め
の
研
修

・
若
手
女
性
職
員
の
業
務
意
識
・
キ
ャ
リ
ア
意
識
の
向
上
、
不
安
の
解
消
と

活
躍
の
推
進
の
た
め
、
本
庁
及
び
各
管
区
に
お
い
て
若
手
女
性
職
員
を

対
象
と
し
た
研
修
を
実
施
す
る
。
（
先
輩
女
性
職
員
に
よ
る
経
験
談
等
の

講
演
、
外
部
講
師
に
よ
る
仕
事
と
家
庭
の
両
立
研
修
）

②
学

生
に
対
す
る
研
修

・
職
員
に
男
女
共
同
参
画
の
意
識
を
醸
成
す
る
た
め
、
海
上
保
安
大
学

校
、
海
上
保
安

学
校
学
生
に
対
し
、
男
女
共
同
参
画
に
関
す
る
研
修
を

実
施
す
る
。

○
人

事
担

当
者

と
の
キ
ャ
リ
ア
面
談
の
実
施

○
海

上
保

安
学

校
学
生
に
対
す
る
人
事
研
修

・
各
個
人
の
将
来
を
見
据
え
た
業
務
へ
の
取
り
組
み
・
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
を
想

定
し
た
異
動
希
望
の
提
出
等
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
海
上
保
安
学
校

学
生
に
対
し
、
人
事

に
つ
い
て
の
知
識
を
付
与
し
、
今
後
の
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
を

考
え
さ
せ
る
研
修
を
実
施
す
る
。

・
結
婚
や
出
産
等
に
よ
り
働
き
方
が
変
わ
る
転
換
点
に
あ
る
女
性
職
員
が
、
自

身
の
ラ
イ
フ
イ
ベ
ン
ト
を
踏
ま
え
、
辞
職
を
選
択
せ
ず
、
仕
事
と
家
庭
を
両
立
さ

せ
、
働
き
続
け
ら
れ

る
キ
ャ
リ
ア
プ
ラ
ン
に
つ
い
て
人
事
担
当
者
と
情
報
共
有

す
る
た
め
、
人
事
担
当
者
に
よ
り
面
談
（
キ
ャ
リ
ア
面
談
）
を
実
施
す
る
。
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